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本論文は株主代表訴訟の健全な「終了」制度の在り方を模索することを研究の目的とし
て、日米の株主代表訴訟制度においてみられるコンバージェンス(収斂)とダイバージェンス
(多様化)を踏まえたうえ、会社法における株主代表訴訟の「終了」制度における問題点を再
整理し、比較法的観点からその可能な対策を検討したものである。 
株主代表訴訟制度に関する研究はすでに多数行われてきた。また、比較法的手法を用い
て、現行会社法上の株主代表訴訟制度における問題点の解明およびそれらの問題点の解決
に向けた解釈上・立法上の提言を行った研究もある。しかし、これまでの研究では、株主
代表訴訟の有する機能およびその内在的な(各利害関係者の)インセンティブの問題を踏ま
えたうえで現行法における問題点を示したものがほとんど見当たらず、また訴訟の各段階
のおける代表訴訟の「終了」に関連する各制度間の関連性および補完性を重視し、それら
を考慮しつつ、現行制度における問題点への対策を検討したものが少ない。 
本論文は以上のような問題意識のもとに、先行研究の成果を踏まえながら、以下のよう
に、現行会社法上の株主代表訴訟の「終了」制度における問題点を明らかにし、その可能
な対策を示した。 
序章では、まず、コーポレート・ガバナンスをめぐるルールのコンバージェンス(収斂)
とダイバージェンス(多様化)関する議論を踏まえたうえで、それらを論ずる意義を明らかに
し、比較法的観点から日米の株主代表訴訟制度に考察を加えるという本論文の研究の視
点・手法を明らかにした。次に、株主代表訴訟の「終了」制度を論ずる意義を示したうえ
で、本論文の研究対象を明確にした。最後に、本論文の構成を示した。 
第 2 章では、日米における株主代表訴訟制度の沿革を踏まえたうえで、株主代表訴訟の
利用実態に関する実証研究とあわせ、株主代表訴訟制度の機能およびその位置づけについ
ての考え方を示し、それらを踏まえて日本の株主代表訴訟制度の健全な利用を目指す代表
訴訟の「終了」制度に対する検討の方向性を明らかにした。 
結論として、主に次のようなことを明らかにした。まず、日米では株主代表訴訟制度の
有する機能および位置づけに対する基本的な考え方が、ほぼ一致している。具体的には、
株主代表訴訟は通常、損害回復機能と違法行為抑止機能という 2 面において、コーポレー
ト・ガバナンスの構成要素としての有用性が認められている。次に、株主代表訴訟のこの 2
つの機能は併存しながらも、しばしば乖離するという関係にあるため、両者の均衡をどの
ように図るかは重要である。最後に、特に株主代表訴訟のあるべき「終了」の姿について
は、右の 2 つの機能のどちらからみても実益のない代表訴訟は、阻止しまたは早期に「終
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了」すべきであると考える一方、それ以外のものについてはそれらを終了させるには更な
る考慮が必要であると考えるという検討の方向性を示した。 
第 3 章では、株主代表訴訟の提訴段階の「終了」制度における問題の所在を検討した。
具体的には、日米の株主代表訴訟の法構造および提訴段階における制度設計の比較を通し
て、日本においては株主代表訴訟の対象となる「取締役の責任の範囲」が議論され続けて
きた背景および理由を明らかにしたうえで、「取締役の責任の範囲」を限定することによっ
て、現行の提訴請求制度が会社の利益にそぐわない代表訴訟を阻止するための手段として
実効性を欠くという問題を解決できるかという問題意識から検討を行い、提訴段階の「終
了」制度における問題点を明らかにした。 
 このような検討を通して、とりわけ提訴段階において株主の代表訴訟提起権に如何なる
制限を課すべきかにつき、以下の 4 点を明らかにした。①信託の法理に基づく法構造を有
する米国の株主代表訴訟制度では、株主の提訴請求の制度（いわゆるデマンド制度）は代
表訴訟提起権を制限するための重要な制度であり、その現実的な意義は、代表訴訟の提起
の段階で会社の利益を害する訴訟また会社の最善の利益にそぐわない訴訟をスクリーンア
ウトすることである。②それに対し、日本法においては代表訴訟の原告株主に事前の提訴
請求を要求すると同時、代表訴訟の対象となる者およびその責任を定型的に定めることに
よって株主の代表訴訟提起権に一定の制限を課している。このアプローチは米国のそれと
異なるものの、一定の合理性を有すると考える。③しかし、代表訴訟の対象となる「取締
役の責任の範囲」を限定することによって、訴訟提起の段階における株主の代表訴訟によ
る会社への介入と会社の経営上の裁量との均衡を調整するには限界がある。④右の均衡を
図るには、代表訴訟の提起につき会社に一定の裁量権を認める必要があると考える。 
 続いて第 4 章では、第 3 章の問題提起に基づき、代表訴訟の提訴段階において特に阻止
すべきと考える濫用的訴訟および不適切な訴訟に関する日米の法制度を比較･検討するこ
とによって、両国の制度上の相違点および共通点を明らかにし、日本法においてはとりわ
け不適切な訴訟を制限するための制度上の配慮が欠如しているという問題点を具体的に指
摘したうえで、現行法における他の制度との整合性を考慮しながら、対策の提言を試みた。 
具体的には、訴訟提起の段階において特に制限すべきと考える訴訟を濫用的訴訟および
不適切な訴訟という 2 つに分類し、この分類の基準およびこれらの訴訟を提訴段階におい
て阻止すべきであると考える理由を示した。さらに、日米においてこの 2 種類の訴訟を制
限するための法的ルールを比較・検討し、日本においては特に後者の不適切な訴訟を問題
視せず、それを阻止するための措置が採られていない点に問題があることを明らかにした。
最後に、右の問題への対策につき、従来の学説を踏まえながら、裁判所が会社の不提訴の
判断に対して一定の審査を行ったうえで、会社が不提訴としたにかかわらず株主によって
提起された不適切な訴訟を却下する判決を下すという方策には一定の合理性があるという
考え方を示したうえで、かかる判決を下す際に裁判所の用いる判断基準および当事者間の
立証（証明）責任の分担のあり方について、基本的な考え方を示した。 
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第 5 章では、株主代表訴訟の係属段階における「終了」の問題につき、原告株主が自ら
の意思にかかわらず会社の組織再編によって株主の資格を失った場合において、例外とし
て当該株主に原告適格の維持を認めるために用いられる判断基準および組織再編後の代表
訟訴訟の帰すうの問題と二(多)重代表訴訟の可否の問題との関係に関して、米国法および日
本法の採用したアプローチの異同に対する検討を通して日本法における問題点を解明し、
「会社法制の見直しに関する要綱」を踏まえながら、当該問題に対応する可能な方策を検
討した。 
このような検討を通して、次のようなことを明らかにした。①代表訴訟の係属中に、会
社の株式交換等組織再編によって、原告株主の意思にかかわらず、代表訴訟が終了せざる
を得ない場合はあるが、実質的にみれば組織再編の前後に原告の会社における事業所有に
変更がなかった場合およびかかる組織再編が代表訴訟逃れのために取締役等に利用された
とされる場合には、問題がある。②この問題について、米国(とりわけデラウェア州)の判例
法および日本の会社法は株式継続所有の要件を原則として要求しながらも、会社の組織再
編行為により株主の資格を失った者に対して、一定の場合に例外として代表訴訟における
原告適格を認めるという点において共通している。しかし、日米においてかかる例外が認
められるために、満たさなければならない要件は異なる。具体的には、米国判例法上のル
ールは実質的要件を要求するのに対し、株主でなくなった者の代表訴訟の追行を定めた会
社法 851 条は形式的な要件しか定めていない。これは会社法 851 条の適用が容易回避でき
る問題および訴えの提起が組織再編の前か後かで、原告適格の維持を認める余地の有無に
つき不合理と言えるほど重大な差を生じさせてしまう問題をもたらした。③右の問題を解
決するための可能な対策としては、解釈論としてかかる組織再編に代表訴訟回避の目的が
明らかである場合に会社法 851 条の類推適用を認めること、および立法論として訴訟係属
中に組織再編が行われた場合と同様に、組織再編の後に訴えの提起があった場合における
原告適格を認めるための規定を設けることが考えられる。④組織再編後の代表訴訟におけ
る原告適格の維持の問題と二(多)重代表訴訟の可否の問題との関係については、両者は基
本的に本質の異なる別個の問題であるため、仮に二(多)重代表訴訟が認められるとしても、
組織再編後の代表訴訟における原告適格の維持の問題は必ずしも解消せず、二(多)重代表
訴訟は会社の組織再編行為により強制的に株主たる資格を失った者が従前の会社の被った
損害に対する救済を求めるために利用可能な手段の 1つになりうるにすぎない。 
第 6 章では、和解による代表訴訟の終了における馴合いの問題が生じる原因の究明から
検討を始め、米国の制定法・裁判所規則における規定および判例の状況の両面から、米国
における原告・被告間の馴合い的な和解を阻止するための規律の実態を明らかにしたうえ
で、現行会社法において認められている代表訴訟の和解制度の有する理論構造を踏まえて、
立法論を含め、公正かつ合理的な和解を確保するための可能な方策の提言を試みた。 
具体的には、まず米国の学説を踏まえて、米国における代表訴訟の和解を規律する理由
は通常の訴訟と異なり、代表訴訟における重要な利害関係者―原告株主(原告側弁護士)、
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被告取締役および会社―には会社(全株主)にとって公正かつ合理的な和解合意を締結する
インセンティブがないため、会社(全株主)の最善の利益にならない、またはその利益を損
なうような和解の合意が締結される懸念があるという点にあることを明らかにした。次に、
米国の制定法・裁判所規則における規定および判例法の状況の両面から、とりわけ米国に
おける代表訴訟の和解に対する裁判所の承認の意義およびかかる承認の要件を検討した。
当該検討を通して、①会社(全株主)の利益にそぐわない和解を阻止するには、裁判所の後
見的な審査のほかに、原告以外の株主の監督が一定の役割を果たしうるとも考えられるが、
係属中の代表訴訟に対して弱い利害関係しか有しないこのような株主にはその役割を期待
することができず、米国では、合理性・公正性のない代表訴訟の和解から会社の利益を保
護するという役割は主に裁判所のかかる和解に対する承認に委ねられていること、②代表
訴訟の和解の承認にあたって、殆どの裁判所は和解の合理性および公正性を審査し、その
審査の範囲および具体的な内容は事案によって異なりうるものの、判例法の状況および米
国における学説の見解からみれば、代表訴訟の和解の承認にあたって、裁判所は特に(ア)
終局判決ではなく和解によって当該訴訟を終了させることにある合理性、(イ)和解合意の
内容における会社にとっての公正性、および(ウ)和解交渉のプロセスにおける他の株主に
とって公正性という 3 点を注意深く審査していることを明らかにした。最後に、日本にお
ける代表訴訟の和解制度の成立前後の議論の状況を踏まえながら、現行会社法における問
題点を検討したうえで、日本において公正かつ合理的な代表訴訟の和解を確保するために、
どのような対策をとるべきかを模索してみた。結論としては、日本における代表訴訟の和
解制度の有している理論構造―会社に代表訴訟の和解に対する異議権を留保し、会社が提
訴株主の和解権限を承認する形で、実質的に提訴株主に和解という手続処分の権限を認め
るという構造―を維持することを前提として、会社の有しているこの異議権を実質的なら
しめるために、米国の裁判所が用いている代表訴訟の和解に対する承認の要件を参考に、
立法論として、会社（監査役・監査委員等）に対して原告・被告により提出された和解案
の内容における合理性・公正性につき調査を行ったうえで当該和解を承認すべきか否かに
つき判断する義務を課し、かつ裁判所にかかる調査の正当性およびその判断の合理性を審
査させることを内容とする制度改正を提案した。 
最後に、終章ではこれまで行われてきた検討によって明らかになったことをまとめ、今
後の課題を示した。 
 
